
【交付⾦事業】・・・ 国が、あるべき状態の実現や確保・維持を⽬指すため、法令の範囲で予算措置した事業

資料2-3自主事業の拡充について

【⾃主事業】・・・・ 介護関係業務に従事する労働者について雇⽤管理の改善、能⼒の開発及び向上、労働⼒の需給調整に
対する⽀援等を⾏うために必要な事業を実施することにより介護労働者の職業の安定その他福祉の増
進に資する事業のうち、交付⾦以外の事業

（ヒアリングでの意見・要望） （対応区分）

ヒアリング調査で聞き取った意⾒・要望の対応
（ヒアリングでの意見 要望） （対応区分）

経 営 支 援
・介護事故への対応
・経営分析のサービス

・介護事故への対応
・対⼈技法の研修
・有名講師による講演 講 習 ・ 訓 練有名講師による講演
・外国⼈介護労働者の受⼊体制作りのための研修
・介護技術（バリデーション）等の講習

講 習 ・ 訓 練

・介護労働者のメンタルヘルス・介護労働者のメンタルヘルス
・育児、産休等の代替要員の派遣
・事業所の声の⾃治体への取次ぎ
・中学、⾼校の教員を対象とした講習
・中学⽣、⾼校⽣を対象とした「介護」の意義の教育

直 接 ・代替サービス

中学⽣、⾼校⽣を対象とした「介護」の意義の教育

・地元同業者の賃⾦⽔準を知りたい
・情報発信（情報提供） 情 報 発 信 ・ 調 査
・⼊所者情報のＩＴ管理化の事例紹介
・県、市の研修情報の⼀元的提供 特に情報発信は多くの事業所に迅速に必要な情報を提供で

きるメールマガジン、SNS（ｿｰｼｬﾙ・ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ/社会的
ﾈｯﾄﾜｰｸをｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で構築するｻｰﾋﾞｽ）といった方法が考えら
れる。


